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高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金 新旧対照表

新 旧 備考

第１号様式（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県中山間地域商業機能維持支援

事業費補助金要綱第９条の規定により、補助金 円の交付を申

請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月

日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

□市町村長の意見書（別記第７号様式）

□（事業実施主体において）税外未収金債務の滞納がないことについての誓約書兼同意書

（別記第８号様式）

□許認可、資格等の確認書類（別記第９号様式）

□（事業実施主体の）個人情報の取扱いに関する同意書（別記第10号様式）

□事業実施主体が市町村に提出した交付申請書の写し

※下記については、上記添付資料と重複するものについては除く

第１号様式（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

生年月日

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県中山間地域等創業支援事業

費補助金交付要綱第９条の規定により、補助金 円の交付を

申請します。

記

１ 実施場所

２ 事業内容

３ 事業着手・完了予定日 着手 令和 年 月 日 完了 令和 年 月 日

４ 補助対象経費 円

５ 添付資料

文言修正

文言追加
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新 旧 備考

□工事請負内訳書又は工事見積内訳書

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□店舗等賃貸（仮）契約書の写し

□事業計画書及び簡易資金繰予定表（参考様式１及び２）

□損益計画表及び売上計画表（参考様式３及び４）

□空き店舗等の状況確認書（参考様式５）

□（事業実施主体の）住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□（事業実施主体の）法人の登記事項証明書（法人の場合）

□（事業実施主体において）国税、県税及び市町村税の滞納がない旨を証

する納税証明書（申請日の３月以内に発行されたもの）

□市町村等の補助金交付要綱

※市町村担当者連絡先記載欄

□工事請負内訳書又は工事見積内訳書

□設計図面又は平面図等の実施内容を確認することができるもの

□事業実施場所の位置図及び店舗等の現状写真等

□空き店舗の状況確認書

□店舗等賃貸（仮）契約書の写し

□事業計画書及び簡易資金繰予定表（参考様式１及び２）

□損益計画表及び売上計画表（参考様式３及び４）

□（事業実施主体の）個人情報の取扱いに関する同意書

□（事業実施主体の）住民票謄本（個人及び任意団体の場合）

□（事業実施主体の）法人の登記事項証明書（法人の場合）

□（事業実施主体において）国税、県税及び市町村税の滞納がない旨を

証する納税証明書（申請日の３月以内に発行されたもの）

□（事業実施主体において）税外未収金債務の滞納がないことについて

の誓約書兼同意書

□許認可、資格等の確認書類

□市町村長の意見書（地域に不可欠な店舗であることの意見書）

□市町村等の補助金交付要綱

※市町村担当者連絡先記載欄

文言修正

文言削除

担当部署 担当者職・氏名
電話番号

Ｅメール
ＦＡＸ

担当部署 担当者職・氏名
電話番号

Ｅメール
ＦＡＸ
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新 旧 備考

６ 収支予算

（１） 収入の部 （単位：円）

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注）詳細な積算根拠等は、任意の様式で添えてください。

６ 収支予算

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

文言追加

文言追加

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金
円

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）
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新 旧 備考

７ 事業実施計画

（※）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してくださ

い。

７ 事業実施計画

（※）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してくださ

い。

その他欄

削除
事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手(予

定)年月

日

完了予

定年月

日

総

事

業

費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内

訳
補助

対象

外

経費

備

考県補

助金

一般

財源

地方

債

事業

実施

主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手(予

定)年月

日

完了予

定年月

日

総

事

業

費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源

内訳
補助

対象

外

経費

備

考

県

補

助

金

一

般

財

源

地

方

債

事業

実施

主体

負担

そ

の

他

円 円 円 円 円 円 円 円

計
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新 旧 備考

第２号様式（第11条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金変更承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は

変更決定）がありました補助金について、下記のとおり変更したいので、高

知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定

により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

第２号様式（第12条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金変更交付申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又

は変更決定）がありました補助金について、下記のとおり変更したいの

で、高知県中山間地域等創業支援事業費補助金交付要綱第12条第１項の規

定により申請します。

記

１ 変更の内容

２ 変更の理由

文言修正



6

新 旧 備考

３ 補助金変更申請額（交付決定額を変更しない場合は、記入不要としま

す。）

(注)参考となる資料を添えてください。

３ 補助金変更申請額（交付決定額を変更しない場合は、記入不要としま

す。）

(注)参考となる資料を添えてください。

既交付決定額 変更後交付申請額 差引増（減）額 既交付決定額 変更後交付申請額 差引増（減）額
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新 旧 備考

４ 収支予算

（１） 収入の部 （単位：円）

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注） 変更前を上段に括弧書きで記入してください

４ 収支予算

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

（注） 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

文言追加

文言追加

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金

円

計

区 分 予 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計
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新 旧 備考

５ 事業変更計画

（※１）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してくだ

さい。

（※２）変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

５ 事業変更計画

（※１）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してく

ださい。

（※２）変更前に内容を上段に括弧書きで記入してください。

その他欄

削除

事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手(予

定)年月

日

完了予

定年月

日

総

事

業

費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内

訳

補助

対象

外経

費

備考
県補

助金

一般

財源

地方

債

事

業

実

施

主

体

負

担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手(予

定)年月

日

完了予

定年月

日

総

事

業

費

補

助

対

象

経

費

補助対象経費の財源内

訳

補助

対象

外経

費

備考
県

補

助

金

一

般

財

源

地

方

債

事

業

実

施

主

体

負

担

そ

の

他

円 円 円 円 円 円 円 円

計
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新 旧 備考

第３号様式（第12条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しましたこ

とについては、下記のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高知県

中山間地域商業機能維持支援事業費補助金付要綱第12条の規定により申請し

ます。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

第３号様式（第13条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金（中止・廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で決定しました

ことについては、下記のとおり事業の（中止・廃止）をしたいので、高

知県中山間地域等創業支援事業費補助金交付要綱第13条の規定により申

請します。

記

１ （中止・廃止）の年月日

２ （中止・廃止）の理由

文言修正
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新 旧 備考

（注）１ 参考となる資料を添えてください。

２ 申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当し

ないものについては、二重線で削除してください。

３ 中止の場合、「１ （中止・廃止）の年月日」に中止日と再開日

を記載してください。

（注）参考となる資料を添えてください。

申請様式において、（中止・廃止）のいずれか申請内容に該当しな

いものについては、二重線で削除してください。

文言追加
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新 旧 備考

第４号様式（第16条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又は

変更決定）がありました補助金について、下記のとおり事業が完了しました

ので、高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金交付要綱第16条第１

項の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 完了年月日 令和 年 月 日

第４号様式（第17条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知経支第 号で交付の決定（又

は変更決定）がありました補助金について、下記のとおり事業が完了しま

したので、高知県中山間地域等創業支援事業費補助金交付要綱第17条第１

項の規定により、その実績を報告します。

記

１ 交付決定額 円

２ 実績額 円

３ 完了年月日 令和 年 月 日

文言修正
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新 旧 備考

４ 添付書類 □事業実施の結果を確認することができる写真及び

書類等

□事業実施に係る経費の内訳が分かるものの写し

□事業実施に係る経費の領収書の写し

□市町村等の交付決定通知書の写し

□市町村等の検査調書の写し

□その他

４ 添付書類 □事業実施の結果を確認することができる写真及

び書類等

□事業実施に係る経費の内訳が分かるものの写し

□事業実施に係る経費の領収書の写し

□市町村等の交付決定通知書の写し

□市町村等の検査調書の写し

□その他
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新 旧 備考

５ 収支決算

（１） 収入の部 （単位：円）

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

５ 収支決算

（１） 収入の部

（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２） 支出の部

文言追加

文言追加

区 分 決 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
予 算 額 積 算 根 拠 備 考

補 助 金
円

計

区 分 決 算 額 備 考

県 補 助 金 円

一 般 財 源

地 方 債

そ の 他

計

区 分

（節別区分）
決 算 額 積 算 根 拠 備 考

円

計



14

新 旧 備考

６ 事業実績

（※１）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してくだ

さい。

（※２）交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

６ 事業実績

（※１）事業名、事業概要には、事業実施主体の行う事業名、事業概要を記入してく

ださい。

（※２）交付決定の内容を上段に括弧書きで記入してください。

その他欄

削除
事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手

年月

日

完了

年月

日

総事

業費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源内

訳
補助

対象

外

経費

備考
県補

助金

一般

財源

地方

債

事業

実施

主体

負担

円 円 円 円 円 円 円

計

事業

名

事業概

要

事業

実施

主体

着手

年月

日

完了

年月

日

総

事

業

費

補助

対象

経費

補助対象経費の財源

内訳

補助

対象

外

経費

備

考

県

補

助

金

一

般

財

源

地

方

債

事

業

実

施

主

体

負

担

そ

の

他

円 円 円 円 円 円 円 円

計
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新 旧 備考

第５号様式（第13条関係）

取得財産等管理台帳（ 年度）

補助金名：高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が10万円

以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入し

てください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えあり

ません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してくださ

い。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入して

ください。

５ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄

に使用者名を記入してください。

様式追加

区

分
財産

を取

得し

た者

規格
数

量
単価 金額

取得

年月

日

保管場

所

県

補

助

率

備 考財

産

名

円 円
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第６号様式（第13条関係）

取得財産等管理明細表（ 年度）

補助金名：高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が10万円

以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入し

てください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えあり

ません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してくださ

い。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入して

ください。

５ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄

に使用者名を記入してください。

様式追加

区

分
財産

を取

得し

た者

規格
数

量
単価 金額

取得

年月

日

保管場

所

県

補

助

率

備 考財

産

名

円 円
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第７号様式（第３条、第５条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金の申請にかかる市町村長

の意見書

標記補助金申請にかかる、意見書を下記内容にて提出します。

記

１ 地域に不可欠と認める商業機能の維持・発展に資する事業について（第

５条関係）

（１）事業内容

（２）事業実施主体

（３）事業実施場所（地域）の商業の状況

（４）事業の必要性及び事業実施により期待される効果

様式追加
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２ ３月未満の空き店舗の使用について（第３条関係）

（１）事業実施場所（地域）の商業の状況

（２）３月未満の空き店舗を使用する理由

３ 空き家の活用について（第３条関係）

（１）事業実施場所（地域）の商業の状況

（２）空き家を活用する理由

４ 大規模集客施設及び大規模小売店舗等について（第３条関係）

（１）事業実施場所（地域）の商業の状況

（２）大規模集客施設及び大規模小売店舗等を活用する理由

※２～４については該当する場合のみ記載
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第８号様式（第６条関係）

誓 約 書 兼 同 意 書

私は、高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金の申請に当たり、高知

県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会するこ

と（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）及び

照合の結果について○○市＜町村＞に提供することに同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の

決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

記

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近

代化資金貸付金償還金

・農業改良資金貸付金償還金

・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

年 月 日

高知県知事 様

所在地

名称

職名・代表者名（自署）

様式追加
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第９号様式（第６条関係）

許認可、資格等の確認書類

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

氏 名

生年月日 年

月 日

（法人及び任意団体等の場合は、代表者氏名）

許認可、資格等の確認書類について

標記の件について、 を下記日程で申

請予定です。許可証明書等を受け取り次第、提出することとします。

申請予定日 令和 年 月 日

許可予定日 令和 年 月 日

様式追加
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第10号様式（第20条関係）

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金の交付に係る

個人情報の取扱いに関する同意書

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金交付要綱第８条の規定

に基づく、補助金の交付を受けるに当たり、下記のとおり個人情報を取

り扱うことに同意します。

記

〈個人情報の利用及び提供の目的〉

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金の交付申請書で取得した

個人情報は、この補助金の交付に係る次の業務のため利用します。

１ 補助金の交付に係る業務

２ 申請内容についての関係機関との協議

〈利用する個人情報〉

１ 住所、氏名、年齢、電話番号等補助金の交付申請書に記載されている事項

２ 登記簿謄本等提出書類に記載されている事項

３ １及び２に掲げるもののほか、知事が必要があると認める書類に記載されている事項

令和 年 月 日

高知県知事 様

住 所

氏 名

様式追加
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参考様式１

事 業 計 画 書

１ 企業概要

２ 補助事業の概要

参考様式１

事 業 計 画 書

１ 企業概要

２ 補助事業の概要

会社名等

形 態 株式会社 ・ 個人 ・ その他（ ）

代表

者

氏 名 年 齢

住所及び所在地

電話番号

業 種

従業員数 人

事業（予定）地 （住所）

営業時間（予定）

定休日（予定）

事業着手予定日

（工事着手予定日）
令和 年 月 日

事業完了予定日 令和 年 月 日

開業の目的及び動

機

●記載要領

・事業の概要（事業の内容、外部環境、実績、ノウハウ

等）や新規開業する目的・背景について記載

会社名等

形 態 株式会社 ・ 個人 ・ その他（ ）

代表者

氏 名 年 齢

住所及び所在地

電話番号

業 種

従業員数 人

事業（予定）地 （住所）

営業時間（予定）

定休日（予定）

事業着手予定日

（工事着手予定日）
令和 年 月 日

事業完了予定日 令和 年 月 日

開業の目的及び動

機

●記載要領

・事業の概要（事業の内容、外部環境、実績、ノウハ

ウ等）や新規開業する目的・背景について記載
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当該事業の経験

（勤務先、年数

等）

●記載要領

・（新規創業）創業までに至る経歴を記載

・（事業拡大）創業までに至る経歴及び現在に至る事業

経歴を記載

取扱い商品及びサー

ビス

●記載要領

・提供する商品・サービス等の内容や特徴、効果等につ

いて記載

セールスポイント

（売り物は何か）

●記載要領

・自社の強みや想定される競合先に対する独自性等を記

載

ターゲット ●記載要領

・ターゲットとする顧客とその規模、競合する商品やサ

ービス等の動向等を記載

出店地域に貢献し

たいこと、思い入

れ等

●記載要領

・事業の実施により地域に及ぼす効果や自分自身が地域

の取組にどのように関わっていくか等の効果を記載

協力者又は支援者

当該事業の経験

（勤務先、年数

等）

●記載要領

・（新規創業）創業までに至る経歴を記載

・（事業拡大）創業までに至る経歴及び現在に至る事

業経歴を記載

取扱い商品及びサ

ービス

●記載要領

・提供する商品・サービス等の内容や特徴、効果等に

ついて記載

セールスポイント

（売り物は何か）

●記載要領

・自社の強みや想定される競合先に対する独自性等を

記載

ターゲット ●記載要領

・ターゲットとする顧客とその規模、競合する商品や

サービス等の動向等を記載



24

新 旧 備考

３ 開業に必要な費用及び資金計画

３ 開業に必要な費用及び資金計画

許認可等の取得状

況

１ 取得済 （写し添付）

２ 申請中 （写し添付）

３ 未申請

４ 不 要

資格取得状況

（写し添付）

必要な費用 金 額 資金計画 金 額

設
備
資
金

1 改装費
万

円
1 自己資金 万円

2 備品類 万円 2 金融機関等借入金 万円

3 家賃・敷

金・礼金等
万円

4 その他 万円

運
転
資
金

※商品仕入、経費支払資金

等

1 万円
3 その他の借入金 万円

2 万円

出店地域へ貢献し

たいこと、思い入

れ等

●記載要領

・事業の実施により地域に及ぼす効果や自分自身が地

域の取組にどのように関わっていくか等の効果を記

載

協力者又は支援者

許認可等の取得状

況

１ 取得済 （写し添付）

２ 申請中 （写し添付）

３ 未申請

４ 不 要

資格取得状況

（写し添付）

必要な費用 金 額 資金計画 金 額

設
備
資
金

1 改装費
万

円
1 自己資金 万円

2 備品類 万円 2 金融機関等借入金 万円

3 家賃・敷

金・礼金等
万円
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参考様式２～４《略》

参考様式２～４《略》

文言修正
3 万円

４ その他

（高知県中山間地域商業

機能維持支援事業費補助

金 等）

万円

4 万円

合 計 万円 合 計 万円

4 その他 万円

運
転
資
金

※商品仕入、経費支払資

金等

1 万円
3 その他の借入金 万円

2 万円

3 万円
４ その他

（高知県中山間地域等

創業支援事業費補助金

等）

万円

4 万円

合 計 万円 合 計 万円
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参考様式５

確 認 書

高知県中山間地域商業機能維持支援事業費補助金の交付を受けよ

うとする下記の店舗等は、事業活動等で使用されなくなってから３

月以上経過していることを証明します。

記

店舗等所在地

令和 年 月 日

高知県知事 様

住 所

店舗等所有者

氏 名

確 認 書

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金の交付を受けようと

する下記の店舗等は、事業活動等で使用されなくなってから３月

以上経過していることを証明します。

記

店舗等所在地

令和 年 月 日

高知県知事 様

文言修正
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住 所

店舗等所有者

氏 名

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金の交付に係る個人情報の取扱い

に関する同意書

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金交付要綱第９条の規定に

基づく、補助金の交付を受けるに当たり、下記のとおり個人情報を取

り扱うことに同意します。

記

〈個人情報の利用及び提供の目的〉

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金の交付申請書で取得した個

人情報は、この補助金の交付に係る次の業務のため利用します。

１ 補助金の交付に係る業務

２ 申請内容についての関係機関との協議

〈利用する個人情報〉

１ 住所、氏名、年齢、電話番号等補助金の交付申請書に記載されている事項

２ 登記簿謄本等提出書類に記載されている事項

３ １及び２に掲げるもののほか、知事が必要があると認める書類に

別記様式

に追加
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記載されている事項

令和 年 月 日

高知県知事 様

住 所

氏 名

誓 約 書 兼 同 意 書

私は、高知県中山間地域等創業支援事業費補助金の申請に当たり、高知

県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会する

こと（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）

及び照合の結果について○○市＜町村＞に提供することに同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付

の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

記

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備

近代化資金貸付金償還金

・農業改良資金貸付金償還金

・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

別記様式

に追加
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年 月 日

高知県知事 様

所在地

名称

職名・代表者名（自署）

許認可、資格等の確認書類

令和 年 月 日

高知県知事 様

申請者 住 所

氏 名

生年月日 年

月 日

（法人及び任意団体等の場合

は、代表者氏名）

許認可、資格等の確認書類について

標記の件について、 を下記日程で

申請予定です。許可証明書等を受け取り次第、提出することとします。

申請予定日 令和 年 月 日

許可予定日 令和 年 月 日

別記様式

に追加
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令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

（代表者名 ）

所在地

高知県中山間地域等創業支援事業費補助金の申請にかかる市町村長の意

見書

標記補助金申請にかかる、意見書を下記内容にて提出することといたし

ます。

記

１ 事業内容

別記様式

に追加
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２ 事業実施主体

３ 事業実施場所（地域）の商業の状況

４ 事業の必要性及び事業実施により期待される効果
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